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と言えよう。又語論は「文化J i家庭生活J i人生J i生きがいJ i教育J i宗教J i職業J i政治J i結

















にアダム・スミス (AdamSmith 1723~ 1790)の国富論(Anlnquiry into the Nature and Causes of 








とに対して市場が答えてくれるだろう J (Samuelson.経詩学p.1406) と。
A.Smithは，「閣を富ますのは賃幣や貴金属でそれは貿易悲額の増大によるとする重商主義」に対
して徹底的な批判を展開し，又「農業或は農地のみが富の源泉であるとするケネー(FrancoisQuesnay 





















































































































































































































































































































































































































































































































100 Q， 200 Ql 300 400 万台
図1 翰出税課税の効主義(例示)




























































































































































































































































































































































































































































































































































































より 6年遅れた1974年に刊行されたDraftInternational Guidelines on the N ational and Sector 

















































(F目的ois Quesnay 1694~ 177 4)の経済表 (Tableau Economique 1758)やKarl Marx 
(1818~ 1883)の資本論 (DasKapital1867)の再生産表式 (ReproduktionSchema)などの鰐か
ら明らかなように，近代経務学の成立以前から既に存在していた。と言うよりもむしろ，経済の全
体的把握に対する関心は初期の近代経詩学({閤人的消費についての効用理論を基礎とする Mi-
cr唱oeconomicsであり，その主な学者はCarl 抗enger 1840~ 1921， William Stanley J evons 
1835~1882 ， Leon Walras 1834~1910) に比べて，古典派経済学(その部始者としての AdamSmith































(j) (1) (2 ) (3 ) 
買った産業 林業 設工業 サービス業他 最終需要 総生産額
(i)売った産業 (消費-投資) (総output)
( 1 )売った産業 xll=20 x'2=30 
(2 )幾工業 X21立 20 x2z=80 
(3 )サーピス業他 X3'立 30 X32=50 
組付加価傾 V，=30 V2=40 V3=50 
(賃金・利潤など)



























l¥(j) (1) (2 ) (3 ) 
買った産業 林業 設工業 サービス業他
(i) 売っナこ産業~
( 1 )林業 20 al =一10一0-=0.2
_ 30_ 
a12一一20一0-=0.15 20一13ー す1下5古0-=0.13
(2 )農工業 _ 20 21一一10一0ー=0.2
80 
呂2= 2~OvO = 0.4 40 a23 一1一50ー=0.27
(3 )サーピス業他 30 a31一一10…0-=0.3
50 




X2 =a12 • X2十a22・X2+a32• X2 
X3卜a13• X3+aZ3・X3+a33・X3
an1・X1+V1
an2 • X2+ V2 
an3 . X3+V3 
Xn二二aln・Xn-トazn・Xn十a3n・Xn+ 三 十 ann • Xη十Vn
この方程式群は夫々独立しており，本来の連立方程式ではない。







X2=aZ1 • X1トa22 • X2+a23・X3







Xnニanl• X1十an2・X2+an3・X3 am，' X，+ 
これはそれぞれの式に目標値としての新しい最終需要Fを代入しでも，それぞれの式単独で、は X
は求まらない。連立方程式の解法である代入法によって初めて求まる。
異体的な投入係数の数値で式(1)'をみると次のようになる。じ… 15X，+0 .13Xe + F 
Xz 0.2X1 +0.4 X2+O .27X3十F2
X3 =0.3X1 +0.25X2+O. 27X3 + F3 




( 3 )' 
このような「最終需要に関する一次式J を求めておけば，最終需要が変動した場合，新しい最終
需要に対応する各生産額を算出することが出来ることになる。例えば簡単な例として F1=1， F2 






三トくと (1) (2 ) (3 ) 林業 設工業 サービス業他
(1)林 業 1.62 0.61 0.5 
( 2)農 工 書長 0.96 2.35 0.99 






Fl X1 a13吟戸一一一一-a1na12 all X1 















XIl Fn an2 
の関係は簡単に次のように表されることがある。式(4 )は式(5 )のようになる。式(4 ) 
( 4 )'
Fl all a12 a13 一一一一一一一 aln 




a31 a32 a33 a3n 
ann 












( 5 )' X. [I-A] F 
Fl 
? ー ?









1 -a33…… a3n 
l-ann 


















1 -a22 ------- a2n 
1 ann 
a12 1 -all 
a21 
anl 




[1 -1 1 ( ム11 ム21 ム31一一一一一ムn
ム i ム12 ム22 ム32一一一一ムn2
ム13 ( 8 ) 
ム1 ムnn
概略の数債を求めるには次のような方法がある。式(7 )より o<A< 1だから式(6 )'を変形する
と，次のようになる。
X fl+AI+N十………1・F (6)" 
そこで例えば次のような場合でも可なり近似した髄が得られる。







X(2) A • X(1)ニ A.F
同様にしてこの X(2)を生産するのに必要な生産 X(3)は，













( 8 )' [1…A]一lニ Ib31 
? ? ? ?




































( 1 c )-1・1下'{=
ケインズ体系では投資需要(I)が与えられ消費性向(c )に従って経済の水準 (y)が全
体として決まることを示すのに対し，レオンチェア体系では最終需要 (F)却ち投資と消費が与えら
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